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介護保険料のお知らせ

65歳以上の人の介護保険料 （令和3年度から令和5年度まで）

 介護保険は、40歳以上のすべての人が納める介護
保険料と公費（税金）を財源として、寝たきりや認
知症になった高齢者に必要なサービスを提供するこ
とで、本人の生活と家族の介護を支援し、社会全体
で老後の安心を支える仕組みです。
　市内に居住する40歳以上の人はすべて、市が運
営する介護保険の被保険者となります。被保険者は

年齢によって、第1号被保険者（65歳以上の人）と第
2号被保険者（40歳から64歳までの人）に分けられ、
それぞれ保険料の決め方や納め方が異なります。
　皆さんが負担している保険料は、介護保険事業を
円滑に運営するための大切な財源ですので、ご理
解・ご協力をお願いします。

　合計所得金額とは、前年（令和4年）中の収入か
ら必要経費（給与の場合には給与所得控除額、年
金の場合には公的年金等控除額）を控除した金額
で、所得控除（扶養控除や社会保険料控除など）
をする前の金額です。
　第1～5段階は「公的年金等に係る雑所得」を
控除した額（給与所得が含まれる場合は、当該給
与所得の金額（給与所得と課税対象となる公的年
金に係る所得の双方に有する人に対する所得金額

調整控除の適用がある場合は、その控除前の金
額）から10万円を控除した額）を用います。
　第6段階以上は合計所得金額に給与所得又は公
的年金等に係る雑所得が含まれている場合には、
当該給与所得及び公的年金等に係る雑所得の合計
額から10万円を控除した額を用います。不動産
の譲渡所得については「長期譲渡所得及び短期譲
渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用い
ます。

　課税年金収入額とは、住民税の課税対象となる年金（国民年金、厚生年金など）の収入額で、非課税となる年
金（障害年金、遺族年金など）は含まれません。

■問 □本 高齢者支援課介護保険係（☎内線1187） 低所得者の保険料軽減について ■問 □本 高齢者支援課介護保険係（☎内線1187）

保険料（年額）

基準額×0.30
23,100円

基準額×0.50
38,400円

基準額×0.70
53,800円

基準額×0.90
69,100円
基準額

76,800円
基準額×1.15

88,300円
基準額×1.30

99,800円
基準額×1.50
115,200円

基準額×1.70
130,500円

基準額×1.80
138,200円

基準額×1.90
145,900円

所得段階

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

第6段階

第7段階

第8段階

第9段階

第10段階

第11段階

対象となる人
・生活保護受給者の人
・本人が老齢福祉年金受給者で、世帯全員が住民税非課税の人
・世帯全員が住民税非課税で、本人の課税年金収入額と年金所得以外の合

計所得金額の合計が80万円以下の人
・世帯全員が住民税非課税で、本人の課税年金収入額と年金所得以外の合

計所得金額の合計が80万円超120万円以下の人
・世帯全員が住民税非課税で、本人の課税年金収入額と年金所得以外の合

計所得金額の合計が120万円超の人
・本人は住民税非課税だが、同じ世帯の中に住民税課税者がおり、本人の

課税年金収入額と年金所得以外の合計所得金額の合計が80万円以下の人
・本人は住民税非課税だが、同じ世帯の中に住民税課税者がおり、本人の

課税年金収入額と年金所得以外の合計所得金額の合計が80万円超の人

・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円未満の人

・本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上210万円未満の人

・本人が住民税課税で、合計所得金額が210万円以上320万円未満の人

・本人が住民税課税で、合計所得金額が320万円以上400万円未満の人

・本人が住民税課税で、合計所得金額が400万円以上700万円未満の人

・本人が住民税課税で、合計所得金額が700万円以上の人

公費の投入により低所得者の保険料負担を軽減する仕組みが設けられています。
　第1段階：38,400円（基準額×0.50）　→　23,100円（基準額×0.30）
　第2段階：53,700円（基準額×0.70）　→　38,400円（基準額×0.50）
　第3段階：57,600円（基準額×0.75）　→　53,800円（基準額×0.70）

　特別徴収（年金からの天引き）と
普通徴収（納付書・口座振替）の2
つの方法に分かれます。特別徴収
の人は8月上旬頃までに、普通徴
収の人は7月中旬頃までに、決定
通知書により年間の確定保険料額
をお知らせします。また、特別徴
収と普通徴収を併用する場合があ
りますので、ご注意ください。
○特別徴収となる場合
・老齢（退職）、遺族、障害年金の
受給額が年間18万円以上の人
は、日本年金機構などの年金支払
者が、年金の定期支払（偶数月）の
際に保険料を差し引きます。
　※ただし、年金の受給額が年間

18万円以上でも、次のいずれか
に該当する人は普通徴収になりま
す。
・年度途中で、65歳になった場
合や他の市区町村から転入した場
合
・年度途中で、年金の受給が始
まった場合
・年度途中で、所得更正等により
保険料の減額決定を受けた場合

（年金からの天引が中止されます）
・年度途中で、所得更正等により
保険料の増額決定を受けた場合

（増額分が普通徴収となります）
・年金の一時差し止めや支給停止
になった場合

・年金担保貸付金の返済をしてい
る場合
○普通徴収となる場合
・特別徴収の対象とならない人
は、市から送付される納付書によ
り、市役所または指定金融機関
等・コンビニエンスストア・ス
マートフォンアプリ（PayPay・
LINEPay）で納めます。
・口座振替を希望する場合は、納
付通知書、預金通帳、届出印をご
持参のうえ、直接金融機関の窓口
にお申込みいただくか、「Web
口座振替受付サービス」からお申
し込みください。

■介護保険料の納付

　災害などの特別な事情により保
険料の納付が困難なときは、保険
料の徴収猶予や減免を受けられる
場合があります。また、特に生活

が困窮し、保険料の全額を負担す
ることが困難なときは、保険料の
減額を受けられる場合がありま
す。なお、減免などを受けるため

には申請が必要になりますので、
早めにご相談ください。

■介護保険料の減免

　加入している医療保険ごとの算
定方法により決められ、医療保険
料と合わせて納めます。

　65歳になった月（誕生日の前日
の属する月）の分から、医療保険
料とは別に、直接市へ納付する方

法に変わります。

■40歳から64歳までの人（第2号被保険者）の介護保険料

　特別な事情もなく保険料の滞納
が続いた場合、介護保険サービス
を利用するときに、未納の期間に
応じて、次の措置が講じられま
す。
・1年以上滞納すると、介護保険
サービスに係る費用の全額をいっ

たん自己負担し、申請によりあと
で保険給付分が支払われる形にな
ります。
・1年6カ月以上滞納すると、保
険給付分の一部または全部が一時
差し止められ、そこから滞納保険
料相当額が差し引かれる場合があ

ります。
・2年以上滞納すると、介護保険
サービスに係る費用の自己負担割
合が引き上げられ、高額介護（介
護予防）サービス費などの支給も
受けられなくなります。

■介護保険料を滞納した場合


